
土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

1 0 0 0 0 1 第1編 共通編 1 0 0 0 0 1 第1編 共通編 無
1 1 0 0 0 1 第1章 総則 1 1 0 0 0 1 第1章 総則 無
1 1 1 0 0 1 第1節 総則 1 1 1 0 0 1 第1節 総則 無
1 1 1 19 0 1 1-1-1-19 建設副産物 1 1 1 19 0 1 1-1-1-19 建設副産物 無
1 1 1 19 4 1 4.再生資源利用計画 受注者は、コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資

材、木材、アスファルト混合物等を工事現場に搬入する場合に
は、法令に基づき、再生資源利用計画を作成し、施工計画書に
含め監督職員に提出しなければならない。

1 1 1 19 4 1 4.再生資源利用計
画

受注者は、コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資
材、木材、アスファルト混合物等を工事現場に搬入する場合に
は、法令に基づき、再生資源利用計画を作成し、施工計画書に
含め監督職員に提出しなければならない。

無

1 1 1 19 4 2 また，受注者は，法令等に基づき，再生資源利用計画を工事現
場の公衆が見やすい場所に掲げなければならない。

有 諸法令の改正に伴う【県独自】

1 1 1 19 5 1 5.再生資源利用促進
計画

受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コン
クリート塊、建設発生木材、建設汚泥または建設混合廃棄物等
を工事現場から搬出する場合には、法令に基づき、再生資源利
用促進計画を作成し、施工計画書に含め監督職員に提出しなけ
ればならない。

1 1 1 19 5 1 5.再生資源利用促
進計画

受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コン
クリート塊、建設発生木材、建設汚泥または建設混合廃棄物等
を工事現場から搬出する場合には、法令に基づき、再生資源利
用促進計画を作成し、施工計画書に含め監督職員に提出しなけ
ればならない。

無

1 1 1 19 5 2 また，受注者は，法令等に基づき，再生資源利用促進計画を工
事現場の公衆が見やすい場所に掲げなければならない。

有 諸法令の改正に伴う【県独自】

1 1 1 19 7 1 7.建設副産物情報交
換システム

受注者は，コンクリート塊，アスファルト・コンクリート塊，
建設発生木材，建設汚泥または建設混合廃棄物を搬入または搬
出する場合には，施工計画作成時，工事完了時に必要な情報を
建設副産物情報交換システムに入力するものとする。

1 1 1 19 7 1 7.建設副産物情報
交換システム

受注者は，コンクリート塊，アスファルト・コンクリート塊，
建設発生木材，建設汚泥または建設混合廃棄物，建設発生土を
搬入，搬出する場合には，施工計画作成時，工事完了時に必要
な情報を建設副産物情報交換システムに入力するものとする。

有 誤記修正

1 1 1 24 0 1 1-1-1-24 施工管理 1 1 1 24 0 1 1-1-1-24 施工管理 無
1 1 1 24 3 1 3.標示板の設置 受注者は，施工に先立ち工事現場またはその周辺の一般通行人

等が見易い場所に，工事名，工期，発注者名及び受注者名を記
載した標示板を設置し，工事完成後は速やかに標示板を撤去し
なければならない。ただし，標示板の設置が困難な場合は，監
督職員の承諾を得て省略することができる。

1 1 1 24 3 1 3.標示板の設置 受注者は，施工に先立ち工事現場またはその周辺の一般通行人
等が見易い場所に，工事名，工期，発注者名及び受注者名を記
載した標示板を設置し，工事完成後は速やかに標示板を撤去し
なければならない。ただし，標示板の設置が困難な場合は，監
督職員の承諾を得て省略することができる。

無

1 1 1 24 3 4 図1-1-2　表示板の例 1 1 1 24 3 4 図1-1-2　標示板の例 有 誤記修正
1 1 1 41 0 1 1-1-1-41 保険の付保及び事故の補償 1 1 1 41 0 1 1-1-1-41 保険の付保及び事故の補償 無

1 1 1 41 4 1 4.法定外の労災保
険の付保

「土木工事標準積算基準書」が適用された工事において，受注
者は法定外の労災保険に付さなければならない。

有 11-7-1-14から編入
国準拠【県独自】

1 1 1 41 4 1 4.補償 受注者は，雇用者等の業務に関して生じた負傷，疾病，死亡及
びその他の事故に対して責任をもって適正な補償をしなければ
ならない。

1 1 1 41 5 1 5.補償 受注者は，雇用者等の業務に関して生じた負傷，疾病，死亡及
びその他の事故に対して責任をもって適正な補償をしなければ
ならない。

無

1 1 1 41 5 1 5.建設業退職金共済
制度の履行

受注者は、建設業退職金共済制度に該当する場合は同制度に加
入し、その掛金収納書（発注者用）を工事請負契約締結後原則
1ヶ月以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負契約
締結後原則４０日以内）に、発注者に提出しなければならな
い。

1 1 1 41 6 1 6.建設業退職金共
済制度の履行

受注者は、建設業退職金共済制度に該当する場合は同制度に加
入し、その掛金収納書（発注者用）を工事請負契約締結後原則
1ヶ月以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負契約
締結後原則４０日以内）に、発注者に提出しなければならな
い。

無

1 2 0 0 0 1 第2章 土工 1 2 0 0 0 1 第2章 土工 無
1 2 4 0 0 1 第4節 道路土工 1 2 4 0 0 1 第4節 道路土工 無
1 2 4 1 0 1 1-2-4-1 一般事項 1 2 4 1 0 1 1-2-4-1 一般事項 無
1 2 4 1 15 1 15.伐開除根作業範

囲
受注者は，伐開除根作業範囲が設計図書に示されない場合に
は，表1-2-3に従い施工しなければならない。

1 2 4 1 15 1 15.伐開除根作業
範囲

受注者は，伐開除根作業範囲が設計図書に示されない場合に
は，表1-2-3に従い施工しなければならない。

無

1 2 4 1 15 2 表1-2-3　伐開除根作業 1 2 4 1 15 2 表1-2-3　伐開除根作業 有 誤記修正
1 3 0 0 0 1 第3章 無筋・鉄筋コンクリート 1 3 0 0 0 1 第3章 無筋・鉄筋コンクリート 無
1 3 5 0 0 1 第5節 現場練りコンクリート 1 3 5 0 0 1 第5節 現場練りコンクリート 無
1 3 5 4 0 1 1-3-5-4 材料の計量及び練混ぜ 1 3 5 4 0 1 1-3-5-4 材料の計量及び練混ぜ 無
1 3 5 4 3 1 3.練混ぜ 1 3 5 4 3 1 3.練混ぜ 無
1 3 5 4 3 3 (2) 受注者は、ミキサーの練混ぜ試験を、JIS A 8603-2（練混ぜ性

能試験方法）及び土木学会規準「連続ミキサーの練混ぜ性能試
験方法」により行わなければならない。

1 3 5 4 3 3 (2) 受注者は、ミキサーの練混ぜ試験を、JIS A 8603-2（コンク
リートミキサー第2部：練混ぜ性能試験方法）及び土木学会規準
「連続ミキサーの練混ぜ性能試験方法」により行わなければな
らない。

有 表記統一

1 3 6 0 0 1 第6節 運搬・打設 1 3 6 0 0 1 第6節 運搬・打設 無
1 3 6 5 0 1 1-3-6-5 締固め 1 3 6 5 0 1 1-3-6-5 締固め 無

1 3 6 5 4 1 4.狭隘・過密鉄筋
箇所における締固
め

狭隘・過密鉄筋箇所における締固めを確実に実施するため，そ
の鉄筋径・ピッチを踏まえたバイブレータを用いるものとし，
その締固め方法（使用器具や施工方法）を施工計画書に記載し
なければならない。

有 新規追加
国準拠

現行（令和4年版） 改定（令和5年版）

本編　1



土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（令和4年版） 改定（令和5年版）

11 0 0 0 0 0 第11編 その他 11 0 0 0 0 0 第11編 その他 無 【県独自】
11 7 0 0 0 1 第7章 その他 11 7 0 0 0 1 第7章 その他 無 【県独自】
11 7 1 0 0 1 第1節 工事着手前に確認すべき事項 11 7 1 0 0 1 第1節 工事着手前に確認すべき事項 無 【県独自】
11 7 1 1 0 1 11-7-1-1 電子納品 11 7 1 1 0 1 11-7-1-1 電子納品 無 【県独自】

R0503技術管理室長通知
11 7 1 1 1 1 1. 鹿児島県土木部が発注する工事は，電子納品対象工事とする。

電子納品とは，「調査，設計，工事などの各業務段階の最終成
果を電子成果品として納品すること」をいう。ここでいう電子
成果品とは，「鹿児島県電子納品ガイドライン（案）：（以
下，「ガイドライン」という。）」に定める基準に基づいて作
成した電子データを指す。

11 7 1 1 1 1 1. 鹿児島県土木部が発注する工事は，電子納品対象工事とする。
電子納品とは，「調査，設計，工事などの各業務段階の最終成
果を電子成果品として納品すること」をいう。ここでいう電子
成果品とは，「鹿児島県電子納品ガイドライン（案）：（以
下，「ガイドライン」という。）」に定める基準に基づいて作
成した電子データを指す。

無 【県独自】

11 7 1 1 1 2 ガイドラインは鹿児島県ホームページから最新版を取得し使用
すること。

11 7 1 1 1 2 ガイドラインは鹿児島県ホームページから最新版を取得し使用
すること。

無 【県独自】

11 7 1 1 2 1 2. ガイドラインに基づいて作成した電子成果品は，電子媒体で正
本１部，副本１部の計２部提出する。電子納品レベル及び成果
品の電子化の範囲については，事前協議を行い決定する。

11 7 1 1 2 1 2. ガイドラインに基づいて作成した電子成果品は，電子媒体で成
果品を提出する場合，正本１部，副本１部の計２部提出する。
また，情報共有システムを用いた電子納品を行う場合は正本１
部とする。電子納品レベル，納品方法及び成果品の電子化の範
囲については，事前協議を行い決定する。

有 諸基準の改定に伴う【県独自】

11 7 1 6 0 1 公共工事における材料使用承認願について 有 新規追加【県独自】
H080902土木部長通知

11 7 1 6 1 1 1. 工事に使用する材料については，「材料使用承認願」に記入の
上，施工計画書とともに監督職員に提出し承諾を得ること。
（任意仮設材料は除く）。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 6 1 2 また，材料の変更及び追加があった場合は，その都度，別様に
より監督職員の承諾を得ること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 6 1 3 様式については，鹿児島県ホームページから取得すること。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 6 2 1 2. 「材料使用承認願」に記載した材料については，品質等が確認

できる試験成績表等（以下，「資料等」という。）を添付する
こと。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合は，特記仕
様書等において指示したものを除き，原則として資料等は添付
しないこととする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 6 2 2 (1) JIS製品 有 新規追加【県独自】
11 7 1 6 2 3 (2) すべての県単独事業 有 新規追加【県独自】
11 7 1 6 2 4 (3) 請負金額が2,000万円未満の補助事業（災害復旧事業を含む） 有 新規追加【県独自】

11 7 1 14 0 1 11-7-1-14 法定外の労災保険の付保 有 1-1-1-41に移動
11 7 1 14 0 2 「土木工事標準積算基準書」が適用された工事において，受注

者は法定外の労災保険に付さなければならない。
有 1-1-1-41に移動

11 7 1 19 0 1 11-7-1-19 現場代理人の兼任 11 7 1 19 0 1 11-7-1-19 現場代理人の兼任 無 【県独自】
R050303土木部長通知

11 7 1 19 1 1 1. 現場代理人の兼任を認める工事 11 7 1 19 1 1 1. 現場代理人の兼任を認める工事 無 【県独自】
11 7 1 19 1 4 (1) 兼任できる工事は3件までとし，それぞれの工事の当初請負金額

の合計が7,000万円未満であること
11 7 1 19 1 4 (1) 兼任できる工事は3件までとし，それぞれの工事の当初請負金額

の合計が8,000万円未満であること
有 諸基準の改定に伴う【県独自】

11 7 1 19 1 5 ※設計変更により，兼任する工事の請負金額の合計が7,000万円
以上となった場合においては，受注者の都合により現場代理人
を変更できるものとする。（現場代理人の負担軽減措置）

11 7 1 19 1 5 ※設計変更により，兼任する工事の請負金額の合計が8,000万円
以上となった場合においては，受注者の都合により現場代理人
を変更できるものとする。（現場代理人の負担軽減措置）

有 諸基準の改定に伴う【県独自】

11 7 1 20 0 1 11-7-1-20 工事現場の現場環境改善 11 7 1 20 0 1 11-7-1-20 工事現場の現場環境改善 無 【県独自】
H290714技術管理室長通知

11 7 1 20 1 1 1. 工事現場の現場環境改善は，周辺住民の生活環境への配慮及び
一般住民への建設事業の広報活動，現場労働者の作業環境の改
善を行うために実施するものである。請負者はこの趣旨を理解
し，発注者と協力しつつ地域との連携を図り，適正に工事を実
施すること。

11 7 1 20 1 1 1. 工事現場の現場環境改善は，周辺住民の生活環境への配慮及び
一般住民への建設事業の広報活動，現場労働者の作業環境の改
善を行うために実施するものである。受注者はこの趣旨を理解
し，発注者と協力しつつ地域との連携を図り，適正に工事を実
施すること。

有 表記統一【県独自】

11 7 1 22 0 1 11-7-1-22 現道工事等における交通誘導員の資格要件 11 7 1 22 0 1 11-7-1-22 現道工事等における交通誘導警備員の資格要件 有 表記統一【県独自】
R0503技術管理室長通知

11 7 1 22 1 1 本工事で配置する交通誘導員は，交通誘導警備業務に係る1級，
2級検定合格警備員，または，交通誘導に関して専門的な知識及
び技能を有する警備員等を配置すること。

11 7 1 22 1 1 本工事で配置する交通誘導警備員は，交通誘導警備業務に係る1
級，2級検定合格警備員，または，交通誘導に関して専門的な知
識及び技能を有する警備員等を配置すること。

有 表記統一【県独自】
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（令和4年版） 改定（令和5年版）

11 7 1 22 1 2 ただし，鹿児島県公安委員会が，道路における危険を防止する
ため，交通誘導警備業業務検定合格警備員の配置が必要と定め
た路線及び自動車専用道路において，交通誘導警備業務に従事
する場合，規制箇所ごとに1級検定合格警備員又は2級検定合格
警備員を1名以上配置すること。

11 7 1 22 1 2 ただし，鹿児島県公安委員会が，道路における危険を防止する
ため，交通誘導警備業務検定合格警備員の配置が必要と定めた
路線及び自動車専用道路において，交通誘導警備業務に従事す
る場合，規制箇所ごとに1級検定合格警備員又は2級検定合格警
備員を1名以上配置すること。

有 誤記修正【県独自】

11 7 1 22 1 3 なお，同一の施工現場であっても，それぞれの交通誘導警備員
の雇用主である警備会社ごとに区域等で分担することにより，
警備業務に係る命令系統の独立性が確保された適正な請負業務
であれば，複数の警備会社に請け負わせていても差し支えな

有 諸基準の改定に伴う【県独自】

11 7 1 22 1 3 また，受注者は，上記のことを示す資料を監督職員に現地着手
前に提出すること。

11 7 1 22 1 4 また，受注者は，施工体系図を下請契約締結後，遅滞なく監督
職員に提出すること。

有 諸基準の改定に伴う【県独自】

11 7 1 23 0 1 11-7-1-23 三者技術調整会について 11 7 1 23 0 1 11-7-1-23 三者技術調整会について 無 【県独自】
R050303技術管理室長通知

11 7 1 23 1 1 （三者技術調整会を開催する場合） 11 7 1 23 1 1 （三者技術調整会を開催する場合） 無 【県独自】
11 7 1 23 1 2 本工事は，工事着手前に当該工事の施工業者，その設計等を担

当したコンサルタント並びに発注者が参加して，設計図と現場
の整合性の確認及び設計意図の伝達等を行う「三者技術調整
会」を設置し，当該工事に関する調整事項に係る問題点の把握
及び検討を図るとともに，関係機関技術職員の技術向上を図る
ことを目的とする対象工事である。

11 7 1 23 1 2 本工事は，工事の施工にあたり発生する工事現場毎の技術的諸
問題について，発注者，委託請負者及び受注者の三者が合同で
技術交流・意見交換等を行う「三者技術調整会」を設置し，当
該工事に関する調整事項に係る問題点の把握及び検討を行うこ
とで，工事目的物の品質確保と円滑な工事進捗を図ることを目
的とする工事である。

有 諸基準の改定に伴う【県独自】

11 7 1 23 1 3 請負者は，工事着手前に現地踏査，事前測量を実施し，設計図
書の照査が終了した時点で，監督職員に照査結果及び質問書を
工事打合簿により提出し，「三者技術調整会」の開催を要請す
るものとする。

11 7 1 23 1 3 受注者は，工事施工前に現地踏査，事前測量を実施し，設計図
書の照査が終了した時点で，監督職員に照査結果及び質問書を
添付した工事打合簿により，「三者技術調整会」開催を要請す
るものとする。

有 諸基準の改定に伴う【県独自】

11 7 1 23 1 4 開催回数は原則１回とし，現場条件の特殊性等に応じ，発注者
の判断により必要に応じて増やすことができるものとする。

11 7 1 23 1 4 開催回数は現場条件の特殊性等に応じ，発注者と受注者の協議
により複数回開催することができるものとする。

有 諸基準の改定に伴う【県独自】

11 7 1 23 1 5 また，三者技術調整会は，別添の「三者技術調整会実施要
領」，「三者技術調整会実施要領の運用について」及び「三者
技術調整会運用マニュアル（案）」に基づき実施することとす

11 7 1 23 1 5 また，三者技術調整会は，「三者技術調整会実施要領」に基づ
き実施することとするが，当該要領は鹿児島県ホームページよ
り取得すること。

有 諸基準の改定に伴う【県独自】

11 7 1 23 1 6 なお，設計等を担当したコンサルタントの三者技術調整会の開
催に係る費用を技術管理費に計上しているので，請負者は，当
該費用を設計者等に支払うものとする。

11 7 1 23 1 6 なお，三者技術調整会の開催に係る費用を技術管理費に計上し
ているので，受注者は，当該費用を委託請負者に支払うものと
する。

有 表記統一【県独自】

11 7 1 23 2 1 （三者技術調整会の開催を予定していない場合） 11 7 1 23 2 1 （三者技術調整会の開催を予定していない場合） 無 【県独自】
11 7 1 23 2 2 本工事は，「三者技術調整会実施要領」に基づく，「三者技術

調整会」の開催を予定していないが，請負者が開催を希望する
場合は，発注者と協議するものとする。

11 7 1 23 2 2 本工事は，「三者技術調整会実施要領」に基づく，「三者技術
調整会」の開催を予定していないが，受注者が開催を希望する
場合は，発注者と協議するものとする。

有 表記統一【県独自】

11 7 1 25 0 1 11-7-1-25 「鹿児島県における再生資源活用工事実施要領（土木）」及び
その運用について

11 7 1 25 0 1 11-7-1-25 「鹿児島県における再生資源活用工事実施要領（土木）」及び
その運用について

無 【県独自】
R0503技術管理室長通知

11 7 1 25 1 1 1. 再生資材の利用 11 7 1 25 1 1 1. 再生資材の利用 無 【県独自】
11 7 1 25 1 2 請負者は下記の資材の使用に際し，再生資材を利用すること。 11 7 1 25 1 2 受注者は下記の資材の使用に際し，再生資材を利用すること。 有 表記統一【県独自】
11 7 1 25 1 3 なお，再生切込砕石については，原則として，かごしま認定リ

サイクル製品認定制度の認定を受けた製品を使用すること。
11 7 1 25 1 3 なお，再生切込砕石については，原則として，かごしま認定リ

サイクル製品認定制度の認定を受けた製品を使用すること。
無 【県独自】

11 7 1 25 7 1 7. 特定建設資材の分別解体等・再資源化等(建設リサイクル法対象
工事の場合)

11 7 1 25 7 1 7. 特定建設資材の分別解体等・再資源化等(建設リサイクル法対象
工事の場合)

無 【県独自】

11 7 1 25 7 2 本工事は建設リサイクル法に基づき，特定建設資材の分別解体
等及び再資源化等について適正な措置を講ずること。

11 7 1 25 7 2 本工事は建設リサイクル法に基づき，特定建設資材の分別解体
等及び再資源化等について適正な措置を講ずること。

無 【県独自】

11 7 1 25 7 3 なお，本工事における特定建設資材の分別解体等・再資源化等
については，以下の積算条件を設定しているが，工事請負契約
書「６解体工事に要する費用等」に定める事項は契約締結時に
発注者と請負者の間で確認されるものであるため，発注者が積
算上条件明示した以下の事項と別の方法であった場合でも変更
の対象としない。

11 7 1 25 7 3 なお，本工事における特定建設資材の分別解体等・再資源化等
については，以下の積算条件を設定しているが，工事請負契約
書「６解体工事に要する費用等」に定める事項は契約締結時に
発注者と受注者の間で確認されるものであるため，発注者が積
算上条件明示した以下の事項と別の方法であった場合でも変更
の対象としない。

有 表記統一【県独自】

11 7 1 25 7 4 ただし，工事発注後に明らかになった事情により，予定した条
件により難い場合は，監督職員と協議するものとする。

11 7 1 25 7 4 ただし，工事発注後に明らかになった事情により，予定した条
件により難い場合は，監督職員と協議するものとする。

無 【県独自】

11 7 1 25 7 7 ② 再資源化等をする施設の名称及び所在地 11 7 1 25 7 7 ② 再資源化等をする施設の名称及び所在地 無 【県独自】
11 7 1 25 7 9 なお，請負者の提示する施設と異なる場合においても設計変更

の対象としない。
11 7 1 25 7 9 なお，受注者の提示する施設と異なる場合においても設計変更

の対象としない。
有 表記統一【県独自】

11 7 1 25 7 10 ただし，現場条件や数量の変更等，請負者の責によるものでな
い事項についてはこのかぎりではない。

11 7 1 25 7 10 ただし，現場条件や数量の変更等，受注者の責によるものでな
い事項についてはこのかぎりではない。

有 表記統一【県独自】

11 7 1 26 0 1 11-7-1-26 建設発生土の捨土処理及び指定処分の徹底について 11 7 1 26 0 1 11-7-1-26 建設発生土の有効利用及び搬出先の明確化等について 無 【県独自】
R0503土木部長通知
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（令和4年版） 改定（令和5年版）

11 7 1 26 1 1 （指定処分Aの場合） 有 廃止【県独自】
11 7 1 26 1 2 1. 本工事の施工により発生する建設発生土は，下記の場所に搬出

すること。
11 7 1 26 1 1 1. 本工事の施工により発生する建設発生土は，下記の場所に搬出

すること。
無 【県独自】

11 7 1 26 1 2 (1) 受入場所の名称：道路改築工事(○○○R4-1工区)，○○処分場
等

有 新規追加【県独自】

11 7 1 26 1 3 (1) 受け入れ場所：○○市○○町○○番地 11 7 1 26 1 3 (2) 受入場所の所在地：○○市○○町○○番地 有 諸基準の改定に伴う【県独自】
11 7 1 26 1 4 (2) 受け入れ時間帯：○○時○○分～○○時○○分 11 7 1 26 1 4 (3) 受入時間帯：○○時○○分～○○時○○分 有 諸基準の改定に伴う【県独自】
11 7 1 26 1 5 (3) 仮置き等：必要な場合は，その場所を明示する。 11 7 1 26 1 5 (4) 仮置き等：必要な場合は，その場所を明示する。 無 【県独自】

11 7 1 26 1 6 (5) 搬出土の土質：○○○土質（主な土質） 有 新規追加【県独自】
11 7 1 26 1 7 (6) 搬出土量：約○○，○○○m3 有 新規追加【県独自】
11 7 1 26 1 8 (7) 運搬距離，時間：○○○km（片道），約○○分 有 新規追加【県独自】

11 7 1 26 2 1 2. 再生資源利用促進計画書を作成し，施工計画書に含めて提出す
ること。

11 7 1 26 2 1 2. 再生資源利用促進計画書を作成し，施工計画書に含めて提出す
るとともに，その内容を発注者に説明すること。

有 諸基準の改定に伴う【県独自】

11 7 1 26 3 1 3. 再生資源利用促進計画を工事現場の見やすい場所に掲げるこ 有 新規追加【県独自】
11 7 1 26 4 1 4. 再生資源利用促進計画の記載事項に変更が生じた場合は，速や

かに変更し，その内容を発注者に報告すること。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 26 3 1 3. 処分状況の記録を完成書類に含めて提出すること。 11 7 1 26 5 1 5. 工事完成後，速やかに再生資源利用促進計画の実施状況の記録
を完成図書に含めて提出すること。

有 諸基準の改定に伴う【県独自】

11 7 1 26 6 1 6. 再生資源利用促進計画及びその実施状況の記録を工事の完成後
５年間保存すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 26 7 1 7. 土質試験が必要な場合は，試験項目や回数について搬出先と双
方協議し決定すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 26 4 1 4. 工事発注後にやむを得ない事情により上記の指定により難い場
合は，監督職員と協議の上，その指示によること。

11 7 1 26 8 1 8. 工事発注後にやむを得ない事情により上記の指定により難い場
合は，監督職員と協議の上，その指示によること。

無 【県独自】

11 7 1 26 5 1 （指定処分Bの場合） 有 廃止【県独自】
11 7 1 26 5 2 1. 本工事の施工により発生する建設発生土は，下記により搬出す

ること。
有 廃止【県独自】

11 7 1 26 5 3 (1) 運搬距離：○○ｋｍとする。 有 廃止【県独自】
11 7 1 26 5 4 (2) 仮置き等：必要な場合は，その場所を明示する。 有 廃止【県独自】
11 7 1 26 6 1 2. 再生資源利用促進計画書を作成し，施工計画書に含めて提出す

ること。
有 廃止【県独自】

11 7 1 26 7 1 3. 処分状況の記録を完成書類に含めて提出すること。 有 廃止【県独自】
11 7 1 26 8 1 4. 工事発注後にやむを得ない事情により上記の指定により難い場

合は，監督職員と協議の上，その指示によること。
有 廃止【県独自】

11 7 1 29 0 1 11-7-1-29 余裕期間の設定について 11 7 1 29 0 1 11-7-1-29 余裕期間の設定について 無 【県独自】
R0503技術管理室長通知

11 7 1 29 1 1 （余裕期間を120日間設定できる場合） 11 7 1 29 1 1 （余裕期間が120日間の場合） 有 諸基準の改定に伴う【県独自】
11 7 1 29 1 2 1. 本工事は，工期の前に余裕期間を設定する「余裕期間設定契約

制度」の対象工事である。
有 廃止【県独自】

11 7 1 29 2 1 2. 受注者は，落札決定通知の翌日から起算して120日以内の期間
で，任意の日を工事開始日とすることができる。

11 7 1 29 1 1 1. 受注者は，契約締結日から120日以内の期間で，任意の日を工事
開始日とすることができる。

有 諸基準の改定に伴う【県独自】

11 7 1 29 3 1 3. 受注者は，前項の工事開始日を「工事開始日通知書」に記載
し，契約書案の提出期限内に発注者に通知しなければならな

11 7 1 29 2 1 2. 受注者は，前項の工事開始日を「工事開始日通知書」に記載
し，契約書案の提出期限内に発注者に通知しなければならな

無 【県独自】

11 7 1 29 4 1 4. 本工事の前払金については，工事開始日までは請求できない。 11 7 1 29 3 1 3. 本工事の前払金については，工事開始日までは請求できない。 無 【県独自】
11 7 1 29 5 1 5. 契約締結以降の余裕期間中の取扱いは，以下のとおりとする。 11 7 1 29 4 1 4. 契約締結以降の余裕期間中の取扱いは，以下のとおりとする。 無 【県独自】
11 7 1 29 6 1 （工事開始日の期限を指定する場合） 11 7 1 29 5 1 （工事開始日の期限を指定する場合） 無 【県独自】
11 7 1 29 6 2 1. 本工事は，工期の前に余裕期間を設定する「余裕期間設定契約

制度」の対象工事である。
有 廃止【県独自】

11 7 1 29 7 1 2. 受注者は，落札決定通知の翌日から「令和○○年○○月○○
日」までの期間で，任意の日を工事開始日とすることができ

11 7 1 29 5 2 1. 受注者は，契約締結日から発注者が指定する工事開始日の期限
までの期間で，任意の日を工事開始日とすることができる。

有 諸基準の改定に伴う【県独自】

11 7 1 29 8 1 3. 受注者は，前項の工事開始日を「工事開始日通知書」に記載
し，契約書案の提出期限内に発注者に通知しなければならな

11 7 1 29 6 1 2. 受注者は，前項の工事開始日を「工事開始日通知書」に記載
し，契約書案の提出期限内に発注者に通知しなければならな

無 【県独自】

11 7 1 29 9 1 4. 本工事の前払金については，工事開始日までは請求できない。 11 7 1 29 7 1 3. 本工事の前払金については，工事開始日までは請求できない。 無 【県独自】
11 7 1 29 10 1 5. 契約締結以降の余裕期間中の取扱いは，以下のとおりとする。 11 7 1 29 8 1 4. 契約締結以降の余裕期間中の取扱いは，以下のとおりとする。 無 【県独自】
11 7 2 0 0 1 第2節 工事施工中に確認すべき事項 11 7 2 0 0 1 第2節 工事施工中に確認すべき事項 無 【県独自】
11 7 2 3 0 1 11-7-2-3 ヤンバルトサカヤスデのまん延防止対策について 11 7 2 3 0 1 11-7-2-3 ヤンバルトサカヤスデのまん延防止対策について 無 【県独自】

R050214技術管理室長通知
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（令和4年版） 改定（令和5年版）

11 7 2 3 0 2 ヤンバルトサカヤスデのまん延を防止するため，当該現場での
土壌や植物等の搬出入に当たっては，別表「ヤンバルトサカヤ
スデのまん延防止対策について」を参考に，十分注意を払うと
ともに，ヤンバルトサカヤスデの棲息が確認された場合は，ま
ん延防止対策を講ずる必要があるため，棲息状況等の調査を行
い，監督職員に報告すること。

11 7 2 3 0 2 ヤンバルトサカヤスデのまん延を防止するため，当該現場での
土壌や植物等の搬出入に当たっては，別表「ヤンバルトサカヤ
スデのまん延防止対策について」を参考に，十分注意を払うと
ともに，ヤンバルトサカヤスデの棲息が確認された場合は，ま
ん延防止対策を講ずる必要があるため，棲息状況等の調査を行
い，監督職員に報告すること。

無 【県独自】

11 7 2 3 0 3 表7-1 ヤンバルトサカヤスデのまん延防止対策について 11 7 2 3 0 3 表7-1 ヤンバルトサカヤスデのまん延防止対策について 有 発生地区データの更新【県独自】
11 7 2 8 0 1 11-7-2-8 産業廃棄物管理表（マニフェスト）の提出 11 7 2 8 0 1 11-7-2-8 産業廃棄物管理表（マニフェスト）の提出 無 【県独自】

H280318技術管理室長通知
11 7 2 8 0 2 工事の施工により発生する産業廃棄物については，処分状況等

の記録（Ｅ票の写し及び産業廃棄物管理票(マニュフェスト)総
括表(別添様式１)）を工事完成図書に添付すること。なお，工
事完了時点で最終処分が完了せず，Ｅ票が処分業者より返送さ
れていない場合は，Ａ票，Ｂ２票及びＤ票のうち直近に返送さ
れたものの写しを添付すること。

11 7 2 8 0 2 工事の施工により発生する産業廃棄物については，処分状況等
の記録（Ｅ票の写し及び産業廃棄物管理票(マニュフェスト)総
括表(別添様式１)）を工事完成図書に添付すること。なお，工
事完了時点で最終処分が完了せず，Ｅ票が処分業者より返送さ
れていない場合は，Ａ票，Ｂ２票及びＤ票のうち直近に返送さ
れたものの写しを添付すること。

無 【県独自】

11 7 2 8 0 3 ただし，この場合においても，最終処分が完了し，Ｅ票が処分
業者より返送され次第，直ちに同票の写しを提出すること。

11 7 2 8 0 3 ただし，この場合においても，最終処分が完了し，Ｅ票が処分
業者より返送され次第，直ちに同票の写しを提出すること。

無 【県独自】

11 7 2 8 0 4 電子マニフェストの場合は，受渡確認表の写しを添付するこ 有 新規追加【県独自】
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由

第１編　第１章　１－１－１－２４ 第１編　第１章　１－１－１－２４ 誤記修正

図1-1-2　表示板の例 図1-1-2　標示板の例

現行（令和４年版） 改定（令和５年版）

図表 1



土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（令和４年版） 改定（令和５年版）

第１編　第２章　１－２－４－１ 第１編　第２章　１－２－４－１ 誤記修正

表1-2-3　伐開除根作業 表1-2-3　伐開除根作業

区       分  
種           別  

雑草・ささ類 倒木  古   根   株  立木  

盛土高１ｍを越

える場合 
地面で刈りとる 除去  根元で切りとる 同左  

盛土高１ｍ以下

の場合 
根からすきとる 除去  抜根除去 同左  

区       分  
種           別  

雑草・ささ類 倒木  古   根   株  立木  

盛土高１ｍを超

える場合  
地面で刈りとる 除去  根元で切りとる 同左  

盛土高１ｍ以下

の場合 
根からすきとる 除去  抜根除去 同左  

図表 2



土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（令和４年版） 改定（令和５年版）

第１１編　第７章　１１－７－２－３ 第１１編　第７章　１１－７－２－３ 発生地区の追加

表7-1　ヤンバルトサカヤスデのまん延防止対策について 表7-1　ヤンバルトサカヤスデのまん延防止対策について

図表 3


